
芦屋市住宅マスタープラン（原案）に係る市民意見募集（報告）　　　　　　　　

１　 募集期間：平成２９年１２月１７日（日）～平成３０年１月２６日（金）

２　 提出件数：　　　３人　　１４件　（メール　２件　，　ＦＡＸ　１件）

３　 意見の要旨及び市の考え方

取扱区分：A（意見を反映）　０件，B（実施にあたり考慮）　０件，C（原案に考慮済み）　５件，D（説明・回答）　９件　

№ 市民からの意見（概要）
取
扱
区

市の考え方

1

- -

　芦屋市には民宿が必要です。 Ｄ 　民宿の必要性については，本プラン
における課題には当たらないと考えて
おります。本プランは住まい・まちづ
くりに係る課題を整理した上で，魅力
あふれる住宅都市の実現に向けた新た
な目標の設定や施策の再構築を行うも
のです。
　なお，民宿と類似の案件である民泊
は，本市全域を景観地区である特性か
らみて，積極的に推進していく考えは
ありません。

2

第２章
住生活を
取り巻く環
境

P7

　住宅事情の項目では，この5年間で総
住宅数，居住世帯数いずれも確実に増
えているとデータが示されています。
また，空き家が増加してくるというこ
とも課題6で記されています。空き家問
題は，日本全体の問題として非常に大
きなものがあると考えますが，この計
画ではそれらの認識が甘いのではない
でしょうか。総住宅数はこの５年間で
5.9%増加していますが，居住世帯あり
の住宅は2.5%しか増えていません。さ
らに，将来推計人口は減る予測の中で
空家が増えていることに対して住宅マ
スタープランとして住宅建設を抑制的
にしていくことが必要ではないでしょ
うか。
　不動産をめぐる法律や制度などが
「経済成長」を前提につくられてお
り，人口減少・経済縮小というこれか
らの時代にマッチする方向へとかじ取
りを変えないと芦屋の町の住みやすい
町としてのブランドを維持できないと
考えます。

C 　空家の増加については，環境面等に
おいて課題が生じると認識しており，
基本施策10に記述のとおり，適切な維
持管理の支援及び中古住宅の流通の促
進を図っていくこととしています。
　なお，基本施策１に記述のとおり本
市の条例等に基づき，無秩序な開発を
防ぎ，良好な住環境の維持と保全及び
育成に努めてまいります。

3

- -

　市営住宅に単身の若者入居を認める
ことを求めます。非正規雇用が４割に
もなり，若者の半分は非正規雇用で
す。食べることを切りつめても結婚で
きない，子どもをもてない若者がたく
さんいます。芦屋の若者も例外ではあ
りません。日本の高い家賃は異常で
す。安い家賃の公営住宅に入居できる
ように，また公営住宅を増やすことが
必要です。

C 　単身の若者世帯の市営住宅への入居
については，入居希望者登録資格の年
齢制限を撤廃することとなるため，現
在の市営住宅への応募状況からみて，
高齢者及び障がいのある方の入居が困
難になることから現在のところ，考え
ておりません。
　なお，若者・子育て世帯への支援策
の検討は，基本施策６に記述のとお
り，若者・子育て世帯の定住を促進す
るための施策として，民間住宅ストッ
クを活用するなど，様々な視点から検
討してまいります。

該当箇所
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4

- -

　民間住宅への家賃補助制度創設を，
住宅マスタープランとして掲げること
を求めます。空き家が増えてきていま
すので，空き家の有効利用を図るうえ
で，親から経済的に自立し，パート
ナーをつくり，子どもをもつというラ
イフステージにある若者には，特に欠
かせない施策だと考えます。また，市
営住宅が足らないもとで住宅困窮者対
策としても重要です。

Ｄ 　民間住宅への家賃補助制度の創設に
よる対策は現在のところ考えておりま
せんが，空家に対する施策としては，
基本施策10に記述のとおり，中古住宅
の流通促進を図ります。また，若者・
子育て世代への支援策の検討は№３の
回答のとおりです。
　なお，平成２８年３月に「安全安心
で良好な住宅地としての魅力を高め，
継承する」，「若い世代の子育ての希
望をかなえる」の２つの基本目標を掲
げた「芦屋市創生総合戦略」を策定
し，この戦略により，良好な住宅ス
トック形成への対策を進めているとこ
ろです。
　5 市民憲章 　芦屋市民憲章は義務ばかりでいいん

ですか。権利はどうなっているんで
しょうか。これで芦屋市はよくなって
いくんでしょうか。

Ｄ 　芦屋市民憲章は国際文化住宅都市の
市民である誇りをもって，芦屋をより
美しく明るく豊かにするために，市民
の守るべき規範を定めたものですの
で，表現及び趣旨にご理解いただきま
すようお願いいたします。

6 市民憲章 　憲章の中に「国際文化住宅都市」と
いう言葉がありますが，何か具体的な
実態はあるのでしょうか。
　空疎で高慢な言葉のように思えま
す。止めたら，どうですか。

Ｄ 　本市のみに適用される「芦屋国際文
化住宅都市建設法」に基づき，本市の
住宅施策では，将来像として「国際文
化住宅都市」を掲げてきました。この
ように本市だけに適用される特別法が
あるということは，まちの個性として
欠かせないものであると考えておりま
す。

7 第1章
計画の概

要

P1,2 　Ｐ１，２で，このマスタープランが
できた経過が書かれていますが，国→
県→市の流れの中で，できたように見
えます，だとすれば，芦屋市が芦屋市
独自で考えたというより，国，県の意
向が強いんでしょうか。ほんとに，こ
のようなことでいいんでしょうか。

C 　国・県の計画を踏まえつつ，「第４
次芦屋市総合計画」における本市の将
来像や「芦屋市住まいのアンケート調
査」（平成28年度実施）の結果等に基
づき，本市独自の３つの理念を掲げ本
プランを作成しております。

8 第1章
計画の概

要

P3 　何故，いきなり「人口」なのでしょ
うか。人口が政策決定に1番大切な要素
なのですか。人口とは人間の数，即ち
量の問題ですが，大切なのはその質，
即ち一人一人市民の生き方，思いでは
ないでしょうか。量が質を決定すると
お考えでしょうか。

Ｄ 　人口減少や少子高齢化の急速な進展
については，国が各種データで示して
いるとおりです。今後，本市が様々な
住宅政策を検討・実施するにあたっ
て，人口減少の問題は避けることがで
きない課題であると考えております。

9 第２章
住生活を
取り巻く環
境

P3 　Ｐ３「図３」では，芦屋市付近3市神
戸2区の震災後の人口の変化を表してい
ますが，尼崎市のみが回復していない
ように見えますが，その理由は何です
か。追求する価値はあると思います。

Ｄ 　本プランは本市における特色・課題
を検討したうえで，今後の住宅施策の
方向性を決めるものであるため，人口
変化の要因の把握まではしておりませ
んが，少子高齢化による人口減少は，
本市におきましてもその対策が重要で
あると考えております。
　なお，他市区の人口減少の要因につ
いては様々であると考えています。
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10 第２章
住生活を
取り巻く環
境

P4 　Ｐ４「図３」右端のＨ27の値は一180
ではありませんか。（－98は問違って
いませんか)

Ｄ 　ご指摘のとおりです。修正いたしま
す。

11 第２章
住生活を
取り巻く環
境

P4 　Ｐ４「図４」社会増減(転出，転入)
の右端Ｈ27は統計上はじめてマイナス
になっているが，考えられる理由は何
ですか。

Ｄ 　総務省統計局が公表した「住民基本
台帳人口移動報告（平成29年結果）」
において，東京圏では22年連続の転入
超過が生じている一方，大阪圏では５
年連続の転出超過が生じているという
状況が示されております。そのため，
平成27年度においては東京一極集中の
傾向が本市においても表れたことも一
つの原因と考えています。

12 第２章
住生活を
取り巻く環
境

P5 　Ｐ５[高齢化率の推移]ですが，原因
は少子化ではないでしょうか。何故，
少子化傾向が止まらないのでしょう
か。全国的傾向とは言え，芦屋市での
原因は何でしょうか。そして，その対
策はいかがなものか発表してほしい。

C 　高齢化率の上昇について，本市独自
での要因は無いと考えておりますが，
医療等の進歩により高齢者の平均寿命
が伸びたこと，また，団塊の世代が65
歳以上へ推移していることが主な要因
と考えており，少子化だけではないと
考えております。
　なお，少子化対策としては基本施策
６に記述のとおり，若者・子育て世帯
の移住や定住を促進していきたいと考
えております。

13 第２章
住生活を
取り巻く環
境

P7 　Ｐ７[2-2住宅事情〕ですが，ここで
は芦屋市の住宅戸数が種類別に出され
ていますが，数は足りているように見
えますが，マンション建設があちこち
あり，これ以上必要なんでしょうか。
少子化傾向が続くと予想されているな
かで，どうなんでしょうか。マンショ
ン建設予定地を芦屋市が先買いして，
公共的な建物を造ってほしい。まだま
だ公共的施設は不足しています。特
に，北部地区です。

Ｄ 　マンション建設の対策については№
２の回答のとおりです。
　本市の公共施設の状況については
「公共施設等総合管理計画」にも記載
のとおり，近隣自治体に比べて市民一
人当たりの公共施設延床面積は平均的
なものとなっています。
　なお，保有量については，人口動向
等を検討し，最適化を図っていくこと
としております。

14 第２章
住生活を
取り巻く環
境

P10 　Ｐ10[市営住宅]ですが，住むとこな
くして生きていけないですから，何人
にとっても住宅は必要不可欠です。そ
こで，芦屋市は安価で，質の良い住宅
を提供する義務があると思います。量
も十分に提供してほしいです。また，
場所も浜のほうに集約しようとしてい
ますが，今まで通りいろいろな場所に
あるほうがいいでしょう。少子化対策
にもなるのではないかと思われます。

C 　基本施策１２に記述のとおり，住宅
に困窮する市民については，適切に住
宅を供給できるように，市営住宅では
「芦屋市営住宅等ストック活用計画」
に基づき，既存の市営住宅等の適切な
維持・管理に努めてまいります。


